
－ －

25年度要求

執行率（％） 90% 86% 85%

執行額 28 25 25

予
算
の
状
況

当初予算 31 29 30 8 6

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

（１）国際経済情勢の調査に必要な図書，定期刊行物の購入経費及び経済局各課室における事務に関する補助的業務を行う要員の配置。
（２）諸外国統計の最新データや金融面でのデータについて専門データベースを活用することにより，主要な経済指標の迅速な入手及び加工
を行う。
（３）マクロ経済等を専門とする研究者を「経済調査員」として委嘱し，上記（２）のデータベース等を活用した経済指標に係る資料の作成等に
あたらせる。
（４）世界経済において重要性が高まると思われるテーマについて，外部調査機関に調査分析を委託し，調査分析にあたらせる。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計 31 29 30 8 6

－ －

繰越し等 － －

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画，
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

（１）国際経済情勢の調査に必要な図書，定期刊行物の入手，膨大な業務を補助する要員の配置
（２）～（４）世界経済情勢の調査分析を適切に行い，国際会議資料の作成等に活かすべく，各種の統計データベースや経済調査員の知見を
活用して迅速かつ的確な情報収集を行うとともに，特に重要なテーマについては，外部からの知見も活用することにより，職員による調査分
析を円滑に進める。

事業開始・
終了(予定）年度 別紙参照 担当課室

（１）政策課
（２）～（４）国際経済課

課長　飯島　俊郎
課長　相　　航一

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

事業番号 254
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 国際経済情勢調査・分析 担当部局庁 経済局 作成責任者

(   1   ) (   1   ) (   1   )

単位当たり
コスト

（２）サービス利用費：（約16,600円／日）
（３）人件費（約230万円／年） 算出根拠

（２）執行額／３６５日
（３）執行額／人

（２）（３）経済調査員によりデータベースに毎日
アクセスし，マーケット動向資料（毎日），主要経
済指標（毎月）等を作成させ，政策判断の材料
として省内に配布。

活動実績

（当初見込
み）

資料作
成回数

/日

1 1 1

100%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

（２）（３）データベースを活用し作成した分析資
料（マーケット動向資料，主要経済指標等）を省
内に広く共有し，省内の経済外交の政策立案
や対外交渉に役立てる。

成果実績
資料作成
回数/日 1 1 1 1

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 100% 100%

－

(     14         ) (     14        ) －

単位当たり
コスト

（１）1,576千円(1課室当たり)

算出根拠

（１）予算額／課室数
（17,343千円／11課室）

（１）平成23年度においては，延べ11名の補助
的業務を行う要員を配置。 活動実績

（当初見込
み）

15 15 11

100

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（－年度）

（１）経済関係業務の強化，増進。来往電処理
業務の伸び 成果実績 件 283,062 298,847 314,301 －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 100 100

執行率（％） 90% 86% 85%



計 8 6

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

2 2経済調査員委嘱費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

主要経済情報データ
システム利用費

6 4 経済関連データベース利用に関し、競争性の高い調達方法への見直しによる減

－

(   1   ) (   1   ) －

単位当たり
コスト

（４）委託調査費（約82万円／年） 算出根拠 （４）執行額／回数

（４）報告書作成
活動実績

（当初見込
み）

報告書
作成回
数／年

1 1 2

100%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

（４）特定のテーマについて外部調査機関に調
査分析させ，作成された報告書を省内に広く共
有し，省内の経済外交の政策立案や対外交渉
に役立てる。

成果実績
報告書作
成回数／

年
1 1 2 －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 100% 100%



点
検
結
果

優先度の高い事業であり、国が実施すべき事業であることから、適切な執行に努めていきたい。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合，他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績
，
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

今後の経済外交に資するための実績となっている。

○ 適切な成果目標を立て，その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ
，
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

資金の流れ、使途については、合理的且つ妥当なもの
となっている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり，優先度が高い事業であるか。

優先度の高い事業であり、国が実施すべき事業であ
る。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体，民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は，その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

523,534,547,554 503,513,522,531

抜
本
的
改
善

競争性の高い調達方法への見直しによる減

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

経済関連データベース利用契約に関し、競争性の高い調達方法への見直しによる減

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見



計

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

18 18 － －

執行率（％） 87% 84% 85%

執行額 18 15 15

計 20 18 18 － －

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画，
通知等

繰越し等 － － － －

補正予算 － － －

当初予算 20

個別事業名 国際経済情勢資料収集費 担当部局庁 経済局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 担当課室 政策課 課長　飯島　俊郎

(別紙）



※平成23年度実績を記入

【競争性のない随意契約】

知的財産法の理論と現代的課題他

【競争性のない随意契約】

ジェトロアグロトレード・ハンドブック２０１１他

【競争性のない随意契約】

現代思想

【競争性のない随意契約】

ｴｺﾉﾐｽﾄ，東洋経済他

【競争性のない随意契約】

日刊産業新聞

【競争性のない随意契約】

日刊水産経済新聞

Ｇ．水産経済新聞社

0.07百万円

Ｄ．三省堂

0.004百万円

Ｅ．（株）文研堂書店

0.3百万円

Ｆ．ｾｷｭﾘﾃｨ産業新聞
社

0.13百万円

個別事業名：国際経済情勢資料収集費

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

Ｂ（株）紀伊國屋書店

0.13百万円

Ｃ．（株）文研堂書店

0.02百万円

【競争性のない随意契約】

世界経済評論

【競争性のない随意契約】

ガスエネルギー新聞

【競争性のない随意契約】

通商広報

【公　　　　募】

Ｉ．ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ新聞社

0.01百万円

Ｊ．日本貿易振興機
構

0.01百万円

Ａ．事務補助員１１名

１３百万円

Ｈ．世界経済研究協会

外務省 0.01百万円

１4百万円



C. G.

金　額 金　額

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 13 計 0

人件費 賃金 13

個別事業名：国際経済情勢資料収集費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 三省堂 図書購入 0.004 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 （株）文研堂書店 図書購入 0.02 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 （株）紀伊國屋書店 図書購入 0.13 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人J 賃金 0.7 公募

9 個人I 賃金 0.7 公募

8 個人H 賃金 0.9 公募

7 個人G 賃金 0.9 公募

6 個人F 賃金 1.4 公募

5 個人E 賃金 1.6 公募

4 個人D 賃金 1.7 公募

3 個人C 賃金 1.7 公募

2 個人B 賃金 1.7 公募

1 個人A 賃金 1.8 公募

個別事業名：国際経済情勢資料収集費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｆ.

Ｇ.

Ｈ.

Ｉ.

Ｊ.

2

1 日本貿易振興機構 定期刊行物購入 0.01 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ新聞社 定期刊行物購入 0.01 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 世界経済研究協会 定期刊行物購入 0.01 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 水産経済新聞社 定期刊行物購入 0.07 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 ｾｷｭﾘﾃｨ産業新聞社 定期刊行物購入 0.13 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 （株）文研堂書店 定期刊行物購入 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 6 4

サービス利用費 6 4

執行率（％） 97.33% 107.33% 90.37%

7 7 7 6 4

執行額 7 7 6

予算額・
執行額

（単位:百万円）

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 7 7 7 6 4

補正予算 -

21年度 22年度 23年度 24年度

- -

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成3年度 担当課室 国際経済課 課長　相　航一

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

(別紙）

個別事業名 主要経済データシステム利用関係経費 担当部局庁 経済局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

【一般競争入札】
Ａ．（株）トムソン・ロイター・マーケッツ

5百万円

〔
主に先進国及び新興国の金融・経済関連デー
タサービス利用費

〕

【一般競争入札】
Ｂ．（株）トムソン・ロイター・マーケッツ

6百万円
0.2百万円

〔 ＩＭＦ統計資料（CD-ROM）購入費 〕

1百万円

〔 主にアジアを中心とする新興国及び開発途上
国の金融・経済関連データサービス利用費

〕

外務省
【競争性のない随意契約】

Ｃ．（株）極東書店

個別事業名： 主要経済情報データシステム利用費

Ｅ．（株）NTTコミュニケーションズ
0.03百万円

〔 高速インターネット回線利用費 〕

位：百万円）

Ｄ．（株）NECキャピタルソリューション
0.01百万円

〔 主要経済データ受信用端末借料 〕

【競争性のない随意契約】

〔 ＩＭＦ統計資料（CD-ROM）購入費 〕

【競争性のない随意契約】



C. G.

金　額 金　額

計 1 計 0

サービス利用
費

経済データのダウンロード 1

Ｂ.（株）トムソン・ロイター・マーケッツ F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 5 計 0

金　額
(百万円）

サービス利用
費

経済データのダウンロード 5

個別事業名： 主要経済情報データシステム利用費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）トムソン・ロイター・マーケッツ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.　（株）トムソン・ロイター・マーケッツ

Ｂ.　（株）トムソン・ロイター・マーケッツ

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）トムソン・ロイター・マー
ケッツ

金融・経済関連データベース利用 1 2 50

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）トムソン・ロイター・マー
ケッツ

金融・経済関連データベース利用 5 1 100

主要経済情報データシステム利用費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C.　（株）極東書店

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）極東書店 ＩＭＦ統計資料（ＣＤ－ＲＯＭ）購入 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9



D.　（株）ＮＥＣキャピタルソリューション

E.　（株）ＮＴＴコミュニケーションズ

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）ＮＴＴコミュニケーション
ズ

高速インターネット回線利用 0.03 随意契約

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）ＮＥＣキャピタルソ
リューション

主要経済データ受信用端末リース 0.01 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9



人件費 2 2

2 2

執行率（％） 81.86% 75.86% 99.70%

3 3 2 2 2

執行額 2 2 2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 3 2 2 2

補正予算 -

21年度 22年度 23年度 24年度

- -

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成17年度 担当課室 国際経済課 課長　相　航一

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

(別紙）

個別事業名 経済調査員委嘱経費 担当部局庁 経済局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

〕

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

2百万円

【公募】

個人Ａ

2百万円

〔 経済調査員謝金

個別事業名： 経済調査員委嘱経費

位：百万円）



C. G.

金　額 金　額

計 0 計 0

Ｂ. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 0

経済調査員謝金 2

個別事業名： 経済調査員委嘱経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.個人Ａ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.　個人Ａ

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 個人Ａ 経済調査員謝金 2 公募

経済調査員委嘱経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



執行率（％） 76.98% 98.79% 59.53%

1 1 3 - -

執行額 1 1 2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1 1 3 - -

補正予算 -

21年度 22年度 23年度 24年度

- -

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

－

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成1９年度開始
平成２３年度終了 担当課室 国際経済課 課長　相　航一

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

(別紙）

個別事業名 国際経済調査研究費 担当部局庁 経済局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

「我が国の政府調達における 「欧州債務危機のアジア経済への影

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

2百万円

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

Ａ．ジョーンズ・デイ法律事務所 Ｂ．（株）三菱総合研究所

１百万円 0.7百万円

個別事業名： 国際経済調査研究費

「我が国の政府調達における
不服申立・救済制度」に関する
委託調査

〕 〔

「欧州債務危機のアジア経済への影
響」に関する委託調査 〕

位：百万円）

〔



C. G.

金　額 金　額

計 0 計 0

Ｂ． F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

金　額
(百万円）

外部委託
「我が国の政府調達における不服申
立・救済制度」に関する委託調査

1

個別事業名： 国際経済調査研究費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.ジョーンズデイ法律事務所 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
Ａ．ジョーンズ・デイ法律事務所

Ｂ．（株）三菱総合研究所

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）三菱総合研究所 「欧州債務危機のアジア経済への影響」に関する委託調査 0.7 随意契約

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 ジョーンズ・デイ法律事務
所

「我が国の政府調達における不服申立・救済制度」に関する委託調査 1 随意契約

国際経済調査研究費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10


